
北陸地方整備局 ・記者発表 平成１９年７月２７日

記者発表・資料配付 ・資料配付 １１時００分

日 時

７月１６日１０時１３分頃新潟県上中越沖で発生した件 名

「平成１９年新潟県中越沖地震」の状況

（第２５報）

取り扱い 発表をもって解禁

発 表 先 新潟県政記者クラブ 福島県政記者クラブ

長野県政記者クラブ 福井県政記者クラブ

石川県政記者クラブ 岐阜県政記者クラブ

富山県政記者クラブ 新県政記者クラブ

発表概要 第２４報（２６日１５時現在）から、追加情報がありましたの

で、お知らせします。

・７月３０日から新潟県の要請に基づき、災害復旧事業費申請

支援を開始します。

北陸地方整備局 ＴＥＬ（代表）０２５－２８０－８８８０

所 属 氏 名

問い合わせ先 災害広報官（企画調査官） 山口 真司

注意： 非通知』設定では着信できません『
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北陸地方整備局災害対策状況（第２５報）

平成１９年７月２７日 １１時００分現在

第２５報（７月２７日１１時００分現在）

・第２４報記者発表（２６日１５時現在）から、追加情報がありましたのでお知

らせします。

※第２４報からは、前報と変更のある箇所を中心に記載しています。

※これまでの記者発表は、整備局のホームページをご覧下さい。

http://www.hrr.mlit.go.jp/saigai/H190716/0716_top.html

※前回記者発表時と変更のある箇所は で表記。

記載された数値は速報値であり、後日修正される場合があります。

１．北陸地方整備局の災害対策状況
○災害復旧事業費申請支援

新潟県からの要請に基づき、北陸地方整備局では災害復旧事業費の申請に関わる

作業を支援するため、北陸地方整備局職員を始め、全国の地方整備局などの応援を

受けて総勢約４００名を現地に派遣します。

・調査期間 ：平成１９年７月３０日（月）～８月１０日（金）

・支援対象 ：柏崎市が管理する公共土木施設のうち、市道、橋梁、準用河川、普

通河川

・派遣人員 ：下記機関の総勢約４００名

・北陸地方整備局

・北海道開発局及び東北、関東、中部、近畿、中国、四国、九州の

各地方整備局

・北陸地方防災エキスパート

・(社)建設コンサルタンツ協会北陸支部

・(社)全国測量設計業協会連合会北陸地区協議会

・(社)全国地質調査業協会連合会北陸地質調査業協会



（別 紙）

災害復旧事業費申請支援開始します。

１．目 的

「平成１９年（２００７年）新潟県中越沖地震」の早急な復旧・復興に欠か

せない道路、河川、下水道施設等、市民生活を支える公共土木施設の復旧が急

がれる中、甚大な被害を受けた柏崎市は、被災地の安全確保や市民生活の支援

等の業務に追われ、公共土木施設の復旧事業が手が回らない状態である。

そのため、新潟県からの要請に基づき、北陸地方整備局では、一刻も早い復

旧・復興と安定した市民生活の支援のため、北陸地方整備局職員を始め、全国

の地方整備局職員の応援を受けて、災害復旧事業費の申請に関わる作業を実施

します。

２．支援内容

○災害復旧費の申請書の基礎資料の作成

・被災箇所現地調査（申請写真撮影、測量）

・申請書類作成（設計、積算）

３．支援対象

○柏崎市が管理する公共土木施設のうち、市道、橋梁、準用河川、普通河川

４．支援機関

○国土交通省

・北海道開発局 ・北陸地方整備局

・東北地方整備局 ・関東地方整備局

・中部地方整備局 ・近畿地方整備局

・中国地方整備局 ・四国地方整備局

・九州地方整備局

○その他

・北陸地方防災エキスパート

・ 社）建設コンサルタンツ協会北陸支部（

・ 社）全国測量設計業協会連合会北陸地区協議会（

・ 社）全国地質調査業協会連合会北陸地質調査業協会（

５．支援体制

○本部班１１名（※ 防災エキスパート２名含む）北陸地方

○連絡調整班３名

○作業班５名×５０班（第１週２５班、第２週２５班）

（※ 防災エキスパート３３名含む）北陸地方

○支援総勢 約４００名



６．支援期間

○第１週

平成１９年７月３０日（月）１５時～平成１９年８月４日（土）１２時

（７月３０日（月）は、１５時３０分から作業説明で、作業は翌日から開始）

○第２週

平成１９年８月５日（日）１５時～平成１９年８月１０日（金）１２時

（８月５日（日）は、１５時３０分から作業説明で、作業は翌日から開始）

７．復旧支援派遣本部

○第１週

高柳町総合センター

新潟県柏崎市高柳町岡野町１９７１ ℡ ０２５７－４１－２０４０

○第２週

メトロポリタン松島

新潟県柏崎市大字鯨波乙１８２８ ℡ ０２５７－２４－５５０５

※防災エキスパート

地震、風水害などの大規模災害時に、被害状況把握や地域の災害復旧活

動に公共土木施設の整備、管理等に長年携わった人にボランティアとして

協力いただく制度として平成８年に発足したものです。

〈主な業務〉

・災害現場の情報収集と対策支援

・災害復旧時の工法支援


